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     イノベーション・コースト構想 エネルギー関連産業プロジェクト 

市町村ごとの復興の時間軸や環境変化に柔軟に対応した中長期の取組みが必要 

スケジュール 短期 中期 長期 

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021～（年度） 

             原子力災害の真の克服 
              魅力的な浜通りの構築 

   各プロジェクトの確実な実施 

    東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸにおける情報発信 

各ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ立ち上げ・開始 

  国への要望・提案・折衝 
構想とりまとめ 

取組の方向性 ３つの柱と１０のプロジェクト 

 
 
 
・震災及び原子力災害により浜通りの産業基盤が 
 喪失 
・浜通りで興りつつあるエネルギー関連プロジェクト 
 （LNG等）をベースに戦略的に産業基盤を再構築 

 
・多くの研究者や関連産業従事者等、新たに移り 
 住む住民を受け入れ、帰還する住民と一体で地 
 域の活性化を図る 
・住民向けサービス、生活・交通インフラの整備や 
 震災後の特性に応じた居住エリアを形成 

・２０２０年東京オリンピックまでを当面の目標とし、 
 画期的かつ先端的な産業を集積し、世界が注目 
 する魅力ある地域再生を実現 

イノベーションによる産業基盤の再構築 

帰還する住民と新たな住民の広域での街づくり 

地域再生のモデル化 

 

 

原子力に依存しな 
い「新たなエネル 
ギーの創出」によ
る復興の加速化 

 

 

地域で生産した
「エネルギーの地
産地消」 

 

 

エネルギー供給だ
けでない「関連産
業の集積」による
安定した雇用創出 

   ①避難地域・再生可能エネルギー復興支援プロジェクト 
   ②風力発電拠点形成プロジェクト（陸上・洋上）  
   ③高効率石炭火力発電（IGCC）プロジェクト 
   ④天然ガス（LNG）火力発電プロジェクト 

       ⑤天然ガス（LNG）の地域利用促進プロジェクト 
   ⑥復興まちづくりのためのｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨ形成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
   ⑦水素によるエネルギー貯蔵・効率的利用プロジェクト 
   ⑧バイオマスプロジェクト(メタン発酵・藻類) 

     ⑨小水力発電導入拡大プロジェクト 

     ⑩浜通りのポテンシャルを生かした産業の集積 
   ・LNＧ受入基地周辺における冷熱産業の集積 
   ・風力発電、蓄電池関連産業の集積 
   ＊廃炉・ロボット関連産業及び先端リサイクル関連 
         産業の集積 



各プロジェクトのスケジュール 

プロジェクト 概要 
短期 中期 長期 

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021～ 

避難地域・再生

可能エネルギー

復興支援 

再エネの売電収入

の一部を活用した

復興支援 

 
      

風力発電拠点形

成 

(陸上・洋上) 

陸上風力発電の導

入支援 

 
      

浮体式洋上風力発

電の実証研究など 

 
      

高効率石炭火力

発電（IGCC） 

高効率石炭火力発

電所の建設 

 
    

運転 

開始 
 

天然ガス(LNG)

火力発電 

天然ガス火力発電

所等の立地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運転 

開始 

 

 

運転 

開始 
 

天然ガス(LNG)

地域利用促進 

天然ガスを活用し

た復興まちづくり

構想の具体化 

 
    

 

 

スマートコミュ

ニティ形成 

導入モデル事業の

実施 

 

 

 

      

水素によるエネ

ルギー貯蔵・ 

効率的利用 

再エネ由来の水素

を活用した実証事

業の検討 

 
      

バイオマス 

(メタン発酵・藻

類) 

地域循環型メタン

発酵ガス発電 

 
      

藻類バイオマスに

関する事業化支援 

 
      

小水力発電導入

拡大 

小水力発電の導入

促進 

 
      

浜通りのポテン

シャルを生かし

た産業の集積 

エネルギー関連産

業等の集積 

 
      

 

ｽｷｰﾑ 
整備 再エネ導入・復興支援 

風況調査､事業者公募､環境アセス 発電所建設 

環境アセス 発電所建設 

環境アセス 火力発電所建設 

環境ｱｾｽ ｴﾝｼﾞﾝ発電所建設 

構想具体化 事業着手・導入拡大 

ﾓﾃﾞﾙ選定、可能性調査 モデル事業の実施、導入拡大 

研究開発等 実証事業の実施 

研究開発 事業化支援 

県ﾀﾞﾑ等 他のダム等への導入拡大 

支援制度の創設、企業誘致等 

実証研究後の 
方向性の検討 

実証研究 

モデル事業の実施 導入・普及 
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○福島県再エネ復興推進協議会の設 
   立(平成２７年７月３１日) 

 【構成員】 

 福島県知事(会長)、県、経産省、避  

 難地域１２市町村、産総研、東京電 

 力、東北電力、県銀行協会 

○福島県再エネ復興支援事業補助金 
  の創設(県) 
 ・避難地域１２市町村における再エネ 
  事業の推進 

 ・東京電力の不使用送電線を活用 

 ・再エネ売電収入を活用した地域貢  

  献事業の促進 

 ・第１次採択（平成２７年9月）  
  ５事業者 59.2MW 

 ＊交付決定額 5.3億円(H27年度分)   

 

こ
れ
ま
で
の
取
組 

○福島県再エネ復興支援事業補助金 
  の継続実施 

○福島県再エネ復興推進協議会の開 
  催（地域貢献事業の検討） 

平
成
㉘
年
度
の
取
組
案 

○更なる財源の確保 
具
体
化
に
向
け
た
課
題
等 
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○福島県風力発電構想検討委員(第1 
   回)の開催 

 ・阿武隈山間部、太平洋沿岸部にお 
  ける風力発電構想の策定 

 【開催日】平成２７年７月２日 

 【委員等】学識経験者、経済関係者、 

 関係団体 

○事業可能性調査（風況調査等）補助  

 ・風況調査の実施（３事業者採択） 

 【調査対象エリア】 

  ①葛尾村、浪江町、田村市、 
   大熊町、川内村 
  ②川内村 

  ③楢葉町、広野町、いわき市 

こ
れ
ま
で
の
取
組 

○風力発電推進のための体制整備 

○事業可能性調査（風況調査等）の実 
  施 

 

平
成
㉘
年
度
の
取
組
案 

○更なる財源の確保 

○環境アセス手続きの簡易化・迅速化 

○森林法（保安林解除）、農地法の要 
   件緩和、手続き簡素化 

○風車搬入路などのインフラ整備 

 

具
体
化
に
向
け
た
課
題
等 
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○浮体式洋上風力発電実証研究 

  25年11月:２MW風車及び洋上変電
所運転開始 

  27年 9月：7MW風車を広野・楢葉沖
に設置 

   27年 9月：5MW風車浮体のチェー
ン・アンカー敷設完了 

○福島県洋上風力研究会（3回実施） 

  *本県沖での浮体式洋上風力発電 
     の導入可能性を検討 

  27年 5月：研究会設置 

  27年 7月：インフラ利用について 

  27年10月：産業集積について 

こ
れ
ま
で
の
取
組 

○浮体式洋上風力発電実証研究 

  ５MW風車設置等の実証研究や漁 
  業との共存を促進 

○国のH28概算要求で計上された「福
島浮体式洋上ウィンドファーム実証研
究事業（40.0億円）」を活用 

○引き続き、浮体式洋上風力発電の 
   導入可能性の検討を継続 

平
成
㉘
年
度
の
取
組
案 

○浮体式洋上風力発電に係るコストの 
   低減 具

体
化
に
向
け
た
課
題
等 

5 
設置完了した7MW風車「ふくしま新風」 
（福島洋上風力コンソーシアムHP） 



○IGCCプロジェクトの推進について基本 
   合意書を締結 

 【締結日】平成２７年８月１９日 

 【合意社】東京電力、三菱重工業、三 
              菱商事、三菱電機、常磐共 
               同火力 

 

＜参考＞ 

「原子力災害からの福島復興の加速に
向けて（改訂）」 

(平成２７年６月１２日閣議決定) 

 ・「官民連携による新産業の創出等」 

 ロボット、エネルギー（再生可能エネル
ギー、ＩＧＣＣ、ＬＮＧ、スマートコミュニ
ティー等）、医療関連や廃炉研究の成
果を活かした新産業の創出や起業、農
業のスマート化や六次産業化、企業や
植物工場等の誘致、風評被害の払しょ
く等に向けた取組・支援については、福
島県や地元市町村、民間との連携・協
力をこれまで以上に密にしながら進めて
いく。 

こ
れ
ま
で
の
取
組 

○環境アセス手続き 

○建設工事着工（予定） 
平
成
㉘
年
度
の

取
組
案 

○石炭ガス化溶融スラグの活用 
＊コンクリート用細骨材や道路用細骨 
   材の代替品としての利用など 

具
体
化
に
向
け

た
課
題
等 
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○福島ガス発電株式会社の設立 

 【設立日】平成２７年４月２３日 

 【出資比率】JAPEX50.7％ 
         三井物産49.3％ 

○環境アセス方法書の提出(福島ガス 
   発電) 

 【月日】平成２７年５月７日 

 【概要】相馬港天然ガス発電所(仮称) 

      出力：約120万kw 
○天然ガスエンジン発電事業者(1社) 
   と立地に向け調整中 

こ
れ
ま
で
の
取
組 

○環境アセス準備書の提出 

  (120万kw) 

○系統接続協議(6万Kw) 

平
成
㉘
年
度
の
取
組
案 

○地域間連系線接続容量の拡大 具
体
化
に
向
け

た
課
題
等 
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相馬LNG受入基地LNGタンク基礎 
コンクリート打設(27.6.27～28) 



○福島県スマートコミュニティ推進検討 
   会の設立 

 【設立日】平成２７年５月２８日 

 【構成員】新地町、石油資源開発、国 
              立環境研究所、学識経験 
              者 

→新地町における天然ガスを活用した 
   復興まちづくり構想（新地ＬＮＧタウン 
   構想）の具体化に向けた検討実施   
   （事業可能性調査、マスタープラン 

     検討） 

こ
れ
ま
で
の
取
組 

○新地町と連携し、天然ガスを活用し 
   た復興まちづくり構想の具体化に向 
   けた検討を進める 

→事業可能性調査を踏まえたマスター 
   プラン策定、設備導入 

 

平
成
㉘
年
度
の
取
組
案 

○安定的かつ安価な天然ガス（ＬＮＧ） 
  の確保 具

体
化
に
向
け
た
課
題
等 
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○県、民間事業者、市町村等によるス
マートコミュニティ勉強会の開催 

 ・楢葉町（27年6月） 

 ・広野町（27年6月） 

 ・双葉町（27年7月） 

 ・浪江町（27年8月） 

 ・大熊町（27年9月） 

○スマートコミュニティ導入に 
  向けた市町村と連携した検討 

 

こ
れ
ま
で
の
取
組 

○H28概算要求(国)「地産地消型再生 
   可能エネルギー面的利用等推進事 
   業費補助金（80.0億円）」を活用した 
  事業可能性調査の実施を検討した 

【設備導入（想定）】 

・再エネ設備（太陽光、熱電併給） 

・蓄電地（蓄熱） 

・エネルギーマネジメントシステム 

・電線・熱導管  等 

 

平
成
㉘
年
度
の
取
組
案 

○住民の合意形成 

○電力会社の協力 
具
体
化
に
向
け
た

課
題
等 
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○再生可能エネルギー次世代技術開 
   発事業（平成25年～27年） 

   福島県が産業技術総合研究所に
補助(3年間で約5億円) 

   産総研では、水素キャリア（メチル
シクロヘキサン＝MCH）から水素を取
り出し、安定的に燃焼し熱と電気を
供給するエンジンの開発を実施 

   県内企業も2社参画し、熱交換器
等の開発を推進。 

○ 27年度復興庁「新しい東北」先導
ﾓﾃﾞﾙ事業に相馬市の取組が採択。 

   「水素を活用したCO2フリーの循環
型地域社会創り」について地域での
検討が進められている。 

こ
れ
ま
で
の
取
組 

○産業技術総合研究所と連携し、水 
 素の実用化に向けた実証研究につい  
 て、引き続き、検討を進める。 

 

平
成
㉘
年
度
の
取
組
案 

○再生可能エネルギー由来の水素利 
   活用の仕組みの構築 

具
体
化
に
向
け
た
課
題
等 10 

産総研福島再生可能エネルギー研究所に
おいて研究中の水素を燃焼するエンジン 

産総研福島再生
可能エネルギー
研究所の風車と
追尾式太陽光パ
ネル 



○H27バイオマス発電事業化モデル事 
  業補助金の創設（県） 
 →導入可能性調査及び設備導入にか 
  かる経費の一部を補助 

 ＊導入可能性調査事業補助 

   1/2以内(上限2,500千円） 

   採択：２事業者    

   実施場所：２箇所（いわき市ほか） 

 ＊設備導入事業補助 

1/3以内(上限30,000千円) 

こ
れ
ま
で
の
取
組 

○H28概算要求（国）「地域バイオマス   
  産業化推進事業（9億円、農林水産 
  省）」等を活用した導入検討 平

成
㉘
年
度
の
取
組
案 

○発酵設備・発電設備のコスト低減 

○食物残さの安定的な確保 

○発酵後生じる消化液の液体肥料の 
   活用 

具
体
化
に
向
け
た
課
題
等 
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○再生可能エネルギー次世代技術開 
   発事業（平成25年～27年） 

  福島県が藻類産業創生コンソーシ
アム（１社）に補助 

  （3年間で約11億円） 

  南相馬市の沿岸部に1㎡、3.5㎡、
20㎡、100㎡、1,000㎡培養槽を始
めとした研究施設を整備するとともに
現地での培養を実証中 

  現在、藻の収穫・濃縮に関する施設
を整備中 

こ
れ
ま
で
の
取
組 

○火力発電所由来のCO2や熱、下水 
   を活用した実用化に向けた実証研究 
   を支援 

○H28概算要求で計上している「微細
藻類燃料生産実証事業費補助金
（2.5億円）」を活用予定 

平
成
㉘
年
度
の
取
組
案 

○藻類バイオマスのコスト低減 

○地元事業者の参画 

 

具
体
化
に
向
け
た
課
題
等 
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○県有ダムへの小水力発電導入 

 ＊四時ダム【多目的ダム】 

         470kW H27.4稼働 

 ＊横川ダム【農業用ダム】 

         260kW 計画中 

○水道施設への小水力発電導入 

 ＊相馬水道事業団【上水】 

         71.4kW 実証中 

（参考） 

 環境省が厚生労働省と連携して全国
の水道施設への導入ポテンシャル調査
を実施中（H27） 

こ
れ
ま
で
の
取
組 

○県有ダムへの小水力発電導入拡大 
  の検討 

○H28概算要求（国）の「水力発電事 
  業化促進事業費補助金（11億円）」 
  や 「上水道システムにおける省CO2 
  促進モデル事業（26億円、環境省）」 
  を活用した導入検討 

平
成
㉘
年
度
の
取
組
案 

○電力系統の接続制約 

→ローカル（地域内）系統制約の解消 

○イニシャルコストの低減 
具
体
化
に
向
け
た
課
題
等 
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○ふくしま環境・リサイクル関連産業研 
   究会の設立(参加企業141社) 

  設立：平成27年8月10日 

→国の行う可能性調査と連携、関連産 
   業の集積を図る 

○再生可能エネルギー及び蓄電池関 
   連企業(楢葉町)の進出を支援 

○ＬＮＧ冷熱(1社)及び先端リサイクル 
  (2社)､藻類バイオマス(1社)関連企業 
   と誘致に向け調整中 

○工業団地造成整備の進展 

→川俣西部、南相馬市復興、広野工 
   業団地の工事着手) 

こ
れ
ま
で
の
取
組 

○研究会等の検討や実現可能性調査、 
  技術開発補助、自立・帰還支援企業 
  立地補助金を生かし、関連産業を集 
  積 

 【Ｈ28(国)概算要求】 
＊自立・帰還支援企業立地補助金 

  (事項要求) 

平
成
㉘
年
度
の
取
組
案 

○企業立地支援策の具体化 

○企業誘致活動の強化 

○工業団地等インフラの着実な整備 

○先端リサイクル関連産業の集積に 
 向けたビジネスモデルの構築 

具
体
化
に
向
け
た
課
題
等 
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福島浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業 
平成2８年度概算要求額 40.0億円（新規） 

資源エネルギー庁 新エネルギー対策課 
03-3501-4031 

事業の内容 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 民間企業等 
委託 

事業イメージ 

事業目的・概要 
東日本大震災からの福島県浜通りの地域経済の復興のため、
国・県・地元市町村が一体となり「福島イノベーション・コースト構
想」の実現を目指しています。この構想の中で、新たなエネルギー
関連産業の創出として、福島沖の浮体式洋上風力発電の実
証研究とその事業化による風力発電関連産業の集積が期待さ
れているところです。 

 「福島浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業」では、世界最
大の７ＭＷ浮体式風車をはじめ３基の風車と浮体式洋上変
電所を順次設置しており、平成28年度からすべての実証機によ
る運転を開始します。世界初の複数基による浮体式洋上風力
発電システムの本格的な実証を行うことにより、安全性・信頼
性・経済性を明らかにします。 

成果目標 
福島沖において、実証機の設備利用率35%以上を達成し、
県や民間主導による本格的なウィンドファームを実現することを
目指すとともに、新産業の創出に貢献します。 

（提供：福島洋上風力コンソーシアム) 

福島浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業 

５MW 
ダウンウィンド風車搭載 
アドバンストスパー浮体 
「ふくしま浜風」 

平成25年度～ 
稼働中 

運転中のデータ取得・評価 
維持管理手法の確立 
漁業との共存      等 

本格的な浮体式洋上ウィンドファームの実現 

関 連 産 業 の 集 積 
雇 用 の 創 出 

平成25年度～ 
稼働中 

安全性・信頼性・経済性 
の検証 

福島県・民間の取り組み 

7MW 
油圧風車搭載 

V字型セミサブ浮体 
「ふくしま新風」 

平成27年度～ 
稼働予定 

2MWダウンウィンド風車搭載 
コンパクトセミサブ浮体 
「ふくしま未来」 

洋上サブステーション搭載 
アドバンストスパー浮体 

「ふくしま絆」 
平成28年度～ 
設置･稼働予定 



再生可能エネルギー事業者支援補助金 
平成2８年度概算要求額 70.0億円（新規） 

資源エネルギー庁 新エネルギー対策課 
03-3501-4031 

事業の内容 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 民間団体等 
補助 

事業イメージ 

成果目標 
再生可能エネルギーの導入量拡大を目指し、約３００箇所の
拠点で再生可能エネルギー設備の導入を加速します。 

事業目的・概要 
再生可能エネルギーはエネルギー起源の温室効果ガスの排出削
減に寄与し、地域活性化に資する国産エネルギー源であること等
から、再生可能エネルギー熱利用システムや発電システムの導入
拡大が重要です。 

本事業では、民間事業者が実施する、木質バイオマスや地中熱
等を利用した熱利用設備や、自家消費向けの木質バイオマス発
電・太陽光発電等の発電システム、蓄電池の導入に対して補助
を行い、地域における再生可能エネルギー利用の拡大を加速しま
す。 

 

設置者 
補助（1/3、2/3）※ 

【再生可能エネルギーの内訳】 
太陽熱利用、地中熱利用、温度差エネルギー利用、バイオマス熱
利用、雪氷熱利用、バイオマス燃料製造 
太陽光発電、風力発電、バイオマス発電、小水力発電、地熱発電  
等（蓄電池含む） 
※「固定価格買取制度」において設備認定を受けないものを対象と
します。 
 

再生可能エネルギー事業者支援対策事業 
                    【補助率 1/3以内、2/3以内】 
 民間事業者による再生可能エネルギー利用設備導入に対して
補助を行います。(1/3以内） 

 民間事業者が地方自治体との連携・指定等を受けて行う再生
可能エネルギー利用設備の導入に対して補助を行います。(2/3
以内） 

木質バイオマス発電 地中熱利用 太陽光発電 

※地方公共団体等への補助は環境省が実施。 
  なお、平成27年度までに経産省補助事業で採択した地方公共団体等の事業については、 
  平成２８年度以降も経産省が補助を行います。（１／２以内） 



地産地消型再生可能エネルギー面的利用等推進 
事業費補助金  平成28年度概算要求額 80.0億円（新規） 

省エネルギー・新エネルギー部 
制度審議室 
03-3580-2492 

事業の内容 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

事業目的・概要 
東日本大震災後、従来の大規模集中電源に依存した需給構造

に対するリスク認識が高まる中、再生可能エネルギーをはじめとした
分散型エネルギーを有効に活用するニーズが高まっています。 

分散型エネルギーについては、エネルギーマネジメントシステム等を
活用しつつ、エネルギーを面的に利用することで、地域で生み出さ
れるエネルギーの最大活用・最適化が図られます。 

 「地産地消型エネルギーシステム」は、通常時には大幅な省エネル
ギー、コストの最小化を実現し、非常時にはコミュニティで一定のエ
ネルギーを確保・融通できる等といった効果を発揮します。一方、エ
ネルギーシステムの開発に多大なコストを要する等、事業採算性の
向上等に課題があります。 

本事業では、地域の実情に応じ、再生可能エネルギー等を利用し
た先導的な地産地消型エネルギーシステムの導入を支援することに
より、地域における分散型エネルギーの有効活用を推進します。 

成果目標 
平成28年度から平成32年度までの5年間の事業であり、省エネ

効果を20%以上達成する等を目指します。 

国 民間事業者等 

補助 

民間団体等 

事業イメージ 

 
 
事業化可能性調査の実施や事業計画の策定を支援 

 
 

再エネ等発電設備、熱利用設備、蓄電・蓄熱設備、エネマネシステム、
自営線・熱導管、その他付帯設備の面的導入を支援 

 

 ※「固定価格買取制度」において設備認定を受けない設備が対象 

※コージェネレーションシステム：発電の際に生ずる排熱を同時に回収し、熱及び電力を供給する熱電併給システム。 

補助（定額,1/2 ,2/3） 

（１）構想普及支援事業 【定額】 

（２）地産地消型再生可能エネルギー面的利用等推進事業【1/2,2/3] 

 経済性の向上（費用対効果の向上） 
 固定価格買取制度終了後を見据えた再生可

能エネルギーの自立的な導入拡大 
 ディマンドリスポンス等のエネルギー関連サービス

と融合した新たなサービスの創出 
 全国大に展開可能なシステムの開発 

【地産地消型エネルギーシステム】 

次世代の地産地消型エネルギーシステムに 
解決が期待されている課題 



牧草地 

未利用材 

（電力会社） 

農業用ハウス 

ＢＤＦ製造施設 

耕種農家 

一般家庭 福祉施設 

学校 会社 

温泉施設 

畜産農家 

剪定枝 

食品工場 

（売電） 

木質ペレット製造施設 

エネルギー 
液肥・敷料 

廃
食
用
油 

木質バイオマス発電施設 

家畜排せつ物 

ボイラー用燃料 

食品廃棄物 

農業機械用燃料 

輸送用燃料 

バイオガス製造施設 

発電施設 

エネルギーの地域内利用 

（売電） 

バ イ オ マ ス を 活 用 し た 地 域 活 性 化 

イメージ 

平成28年度予算概算要求額 
  ９０７（７５１）百万円 

○ バイオマス産業都市とは、経済性が確保された一貫システムを構築し、地域の特色を活かしたバイオマス産業を軸とした 
 環境にやさしく災害に強いまち・むらづくりを目指す地域であり、関係７府省が共同で選定。 

○ 本事業は、市町村や企業連合等によるバイオマス産業都市の構想づくりや、構想実現に必要な地域のバイオマスを活用 
 した産業化のための施設整備等の取組を支援。 

・・・・本事業の支援対象 
   となる施設例 

地域バイオマス産業化推進事業  
～バイオマス産業を軸としたまちづくり・むらづくり～  



微細藻類燃料生産実証事業費補助金 
平成2８年度概算要求額 2.5億円（新規） 

資源エネルギー庁資源・燃料部政策課 
03-3501-2773 

事業の内容 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 民間事業者 等 
補助（1/2） 

事業イメージ 

実証内容 

火力発電所等由来のCO2・

熱の利用効果(CO2吸収量、

コスト低減効果)を分析 

下水中の栄養素の利用効果

(栄養素の吸収量、コスト低減

効果)を分析 

上記技術の確立による収量増

大・系全体でのコスト低減効

果を分析 

国産燃料の生産 

 CO2の利用 

下水中の栄養素の利用 

産業創出 

目標 事業目的・概要 

我が国のエネルギー自給率の向上及び温室効果ガス削減の観点

から、微細藻類由来のバイオ燃料の生産技術を確立する必要が

あります。 

本事業では、福島県の土着の微細藻類を活用し、国産バイオ燃

料を生産することを目指します。 

本技術が確立した際には、福島県の産業創出、再生可能エネル

ギー導入に貢献することが期待されます。 

実用化のためには安価でCO2・熱・栄養素を供給しコストを低減

することが重要であるため、火力発電所等由来のCO2や熱、下水

の利用可能性を実証します。 

成果目標 

平成28年度から平成30年度までの３年間の事業であり、微細

藻類の生育速度を10%改善するなど、経済性及びエネルギー収

支の観点から実用化を目指します。 

熱の利用 

微細藻類培養槽 



事業イメージ 

水力発電事業化促進事業費補助金 
平成2８年度概算要求額 11.0億円（新規） 

事業の内容 

事業目的・概要 
水力発電は、事業開始前に長期にわたる調査が必要であり、
開発事業者の大きなリスクとなっているとともに、開発にあたっては、
地域の理解、協力を得ることが不可欠です。 

 そのため、事業化に必要な流量調査や設計等を行う事業者を
支援するとともに、地方公共団体による有望地点の箇所データ
の公表等事業化の推進を支援します。 

 また、水力発電は、立地地域への依存度が高く、地域との共生
を図ることが必要であり、そのような市町村や地域住民等の理解
を促進する事業を支援します。 

成果目標 
本事業を通じて、ベースロード電源である水力発電について、平
成３２年度までに１０万ｋWの事業化を推進します。 

民
間
団
体
等 

国 

補助 
（定額） 民

間
事
業
者
・ 

地
方
公
共
団
体
等 

委託、補助 
      （1/2,定額） 

①水力発電導入促進基盤整備事業 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

①水力発電事業性評価等支援事業 
新規開発地点における事業化に必要な流量調査、測量、地質調査、
設計等の実施を支援するとともに、地方公共団体による地域の有望地
点の調査、公表など事業化の推進を支援。あわせて新規人材を確保
し、導入を促進するための技術者育成、技術情報の収集を実施。
（補助率１／２（地方公共団体は定額）、委託） 

中小企業庁 技術・経営革新課 
03-3501-1816 
産業技術環境局 大学連携推進室 
03-3501-0075 

資源エネルギー庁 
 新エネルギー対策課 
03-3504-4031 
 電力基盤整備課 
03-3501-1749 

②地域理解促進等関連事業 

地域住民の水力発電への理解を促進する事業に対する補助。 
（補助率定額） 

発電所見学会 湖面有効利用 環境調査 

流量調査 

測量 
有望地点マップ 



背景・目的

事業スキーム

期待される効果

平成25年度予算
○○百万円
平成27年度要求額

億円上水道システムにおける省CO2促進モデル事業（厚生労働省連携事業）

ポンプ回転数で
流量制御

Ｐ 100 90

バルブの開度で流量制御

Ｐ

ＩＮＶ

90

流量90％でも電力100％消費 流量90％では電力73％消費

●ポンプへのインバータ導入による省エネ例

インバータ
導入

インバータ

標高の高い水源から取水して浄水場等に取り込む際、通常は圧力を開放す
るため、圧力がロスになる。密閉（インライン）のまま、小水力発電設備
を設置し、送水動力・浄水処理エネルギーに活用。

●地下水（地中熱）を
利用した省エネ例

事業目的・概要等

イメージ

平成28年度要求額
2,600百万円（新規）

水道事業は年間約74億kW（全国の電力の約0.7%）を消費してい
ることから、環境省は平成25年度より水道施設への再エネ・省エネ
設備の導入を推進している。
水道施設は小水力発電のポテンシャルを有する一方で、近年では小
水力発電設備の低コスト化も進展している。
本事業では、水道施設への小水力発電設備等の再エネ設備や、ポン
プへのインバータ等の省エネ設備の導入をなお一層推進する。

水道施設の更新に際し、未利用圧力等を活用する小水力発電設備
等の再エネ設備や、高効率設備やポンプのエネルギー消費を制御
するインバータ等の省エネ設備の導入を支援する。

水道施設におけるエネルギー使用の特性を考慮した再エネ・省エ
ネ設備の導入促進によって消費エネルギー・CO2排出を削減し、
インフラの低炭素化に寄与する。

事業概要

間接補助

補助対象：水道事業者等
補助割合：1/2以下
実施期間：平成28年度から平成30年度

国 水道事業者等非営利法人

（補助率）
1/2以下

（補助率）
定額

補助金補助金

●未利用圧力等の有効利用による省エネ・再生可能エネルギー設備導入例

浄水場
（又は､配水池）

圧力有効活用

小水力発電圧力有効活用

小水力発電

インラインポンプ
（用供からの受水の場合）

インライン浄水処理

水源

太陽光発電
（水道施設に設置するもの）

用水供給



事業イメージ 事業の内容 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

福島イノベーション・コースト構想 
 実現可能性調査等補助事業【復興】 
平成２８年度概算要求額 １.０億円（新規） 

 

地域経済産業グループ 福島産業復興推進室 

03-3501-8574 
 

補助（定額） 

国 福島県、民間企業等 

事業目的・概要 

福島イノベーション・コースト構想については、イノベーション・コース

ト構想推進会議の議論の整理を踏まえ、今後、関係者が一丸

となって、ロボットテストフィールド、国際産学連携拠点、スマート

エコパーク、エネルギー関連産業プロジェクト、農林水産プロジェク

ト等のプロジェクトの事業化、拠点の整備を進めていきます。 

 プロジェクトは様々な主体が実施していくことになりますが、本事

業では、県や民間企業等においてこうしたプロジェクトの具体化を

進めていくにあたり必要な調査等を実施します。 

成果目標 

調査を通してプロジェクトの具体化にかかる課題やその対応を検

討し、拠点の整備につなげます。 

ロボット 
テストフィールド 

国際産学 
連携拠点 

スマート・ 
エコパーク 

エネルギー関連 
プロジェクト 

農林水産 
プロジェクト 

拠点のイメージ例（国際産学連携拠点） 

県や民間企業等が主体となって検討するプロジェクトについて、実施

体制、拠点の機能、他の機関との連携・機能分担等の課題を検

討する実現可能性調査等に必要な費用を補助します。 

プロジェクトの具体化にかかる課題やその対応を調査 

福島イノベーション・コースト構想 
主要プロジェクト 



自立・帰還支援企業立地補助金【復興】 
 平成2８年度概算要求額  事項要求（新規） 

地域経済産業グループ 産業施設課 
03-3501-1677 
地域経済産業グループ 産業施設課 
03-3501-1677 
 

事業の内容 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

事業イメージ 

事業目的・概要 

被災者の「働く場」を確保し、今後の自立・帰還支援を加速するため

の企業立地補助金を創設し、雇用の創出及び産業集積を図る。 

加えて、住民の帰還や産業の立地を促進するため、商業回復を進め

る。  

津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金の期限延長

（受付申請期限及び事業完了期限）を求める。【制度要求】 

【対象経費】 用地の取得、建屋建設から生産設備の設置まで 
        の初期の工場立地経費／商業施設及びその附帯施設、 
        設備の整備費経費  等 

【交付要件】 投資額に応じた一定の雇用の創出  等 

【補助率】  
 

１．製造業等立地支援事業 

【対象施設】 工場（製造業）、物流施設、試験研究施設、    
        コールセンター、商業施設 等 

成果目標 

被災者の「働く場」を確保し、生活基盤やなりわいを取り戻すことにより、

住民の自立・帰還を加速するため、雇用の創出及び産業集積等を

図る。 

国 基金設置法人 

基金造成 補助 
対象地域に立地 
する民間事業者等 

 大２／３以内、中小３／４以内 

                           他 

自治体、民間事業者等 ３／４以内 

                              他 

地域経済産業グループ  産業施設課     
03-3501-1677 
地域経済産業グループ 福島産業復興推進室 
03-3501-8574 
中小企業庁 商業課 
03-3501-1929 
 

２．商業施設等整備支援事業 

（域外の事業者） （被災事業者） 

（商業施設整備） 

工場（製造業） 物流施設 

生産設備 



系統制約整備対策費利子補給金 
平成2８年度概算要求額 6.0億円（新規） 

資源エネルギー庁 新エネルギー対策課 
03-3501-4031 

事業の内容 事業イメージ 
事業目的・概要 
 エネルギーミックスの実現に向けて、再生可能エネルギーの最大
限の導入を進める必要がある。固定価格買取制度の開始により、
再生可能エネルギー発電事業に参入しようとする者が増加してお
り、一部のエリアにおいては、その立地条件等から再生可能エネ
ルギー発電設備の導入が特に増加しているところ。 

再生可能エネルギー発電設備で発電した電力を電力会社へ売
電するには、電力会社の電力網との系統連系が必要となるが、
一部エリアでは系統連系される再生可能エネルギー発電設備の
増加により、エリア内系統の送電線等の容量を超過し、電力の
安定供給に影響を与える可能性があるため、送電線等の増強
が必要になる場合がある。 

送電線等の増強費用は、発電事業者の負担となり再生可能エ
ネルギーの導入のネックとなっている。増強には、多額の資金（数
億円～数十億円）と長期間（３～５年程度）を有するため、
当該資金への利子補給による負担の軽減が求められている。 

成果目標 
平成28年度からの事業であり、本事業を通じて長期エネルギー
需給見通しで示されている、再生可能エネルギーの導入を2030
年に22%-24%という見通しの実現を目指す。 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

地域内系統におけるネットワーク設備の容量不足と 
増強費用負担のイメージ 

国 民間団体等 

貸付 

民間事業者等 
補助 

 

再エネ大量導入後 

･･･ 

再エネ発電事業者 

･･･ 

再エネ発電事業者 

送電線 配電線 変電設備 

変電設備の 
容量不足 

配電線の 
容量不足 

送電線の 
容量不足 

 
対象者：再生可能エネルギー発電事業に伴い、地域内系統の増
強を行う発電事業者に対して、資金融資事業を行う民間金融機
関等から融資を受ける際に必要な利子相当分を一定額を補助。 

利子補給等：契約時の貸出金利に対して一定額を補助 

送電線等 
増強費用負担 

事業スキーム 

民間金融機関等 

返済 
補助 
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